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Ⅰ　研究の目的

　本論の研究の目的は、自主組織としての校長会
の機能や果たしている役割を小学校や中学校、高
等学校、特別支援学校の校種の違いを踏まえて明
らかにすることである。自主組織としての校長会
は、校種ごとに組織されており、会の目的や組織
構造などに違いがあることが想定される。しかし、
校長会の機能や役割に関して、これまでは校種に
よる違いを踏まえた実態は、明らかにされてこな
かった。このことを踏まえて本論では、校長会の
機能や組織構造、事業内容などについて、校種の

違いを踏まえて明らかにする。なお、校長会には
行政が主催する校長会議などと呼ばれる会議と自
主組織である地区校長会などがあり（鈴木、髙橋　
2016）、本論では自主組織による校長会を調査・
分析の対象とする。
　本論の研究課題設定の理由として、学校におけ
る教育活動の質の向上に関して、教員とともに校
長や教頭などの職能に応じた資質を備えることが
求められており、そのための研修の機会を設定す
る必要があることがあげられる。このことから、
職能に応じた資質能力を備えるためには、教員や
校長としての実務経験を積むとともに、意図的・
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計画的な研修の機会を設定していくことが必要と
なる。しかし、教員と比較してこれまでは、校長
や副校長、教頭などの学校管理職になると研修
の機会が減少してしまうことが指摘されている
（鈴木、2012）。このことから、校長の職務遂行
において、研修や支援が重要となるが、校長会が
研修の場として役割を果たしていること（鈴木、
2017）や、職務遂行における校長会を踏まえたネッ
トワーク形成の機能（川上、2005）が指摘されて
いる。しかし、これまで校長会の活動状況につい
て、小学校や中学校、高等学校、特別支援学校な
どの校種の違いを踏まえた考察がなされてきたと
はいえない。このことから、校長会の役割や活動
内容について、校種の違いを踏まえて明らかにす
ることは意味があると考える。
　これまでに、校長会に関する様々な先行研究に
より、組織の成立過程や主な機能、研修との関わ
りなどが明らかにされてきた。はじめに、校長会
の設立及びその後の経過に関するこれまでの研究
をみていく。平井（2002）は校長会の設立に関し
て、小学校長会の第二次世界大戦後の再スタート
において、CIE（民間情報教育局）とのやり取り
で、校長会が研究団体としての機能をもたせるべ
きであるとの指摘を受けたとしている。また、設
立後の校長会について、榊（2004）は「戦後の校
長会は、米国流の職能団体としての性格は定着せ
ず、管理職組合として機能を発達させてきた」と
している。このように、校長会設立のスタート時
における職能団体としての研究推進の位置づけや
管理職組合としての機能等、校長会としての役割
についての理念と実際の活動状況との違いが指摘
されている。しかし、校長会の活動理念としての
目的や実際の事業の実態などについては、これま
で十分に明らかにされてきたとはいえない。
　第二は、校長会の機能や組織に関する先行研究
である。堀内、鄒（2004）は、校長会の組織や財
政等について全国調査を実施し、学校の自律性確
立において校長会の活動がある種の「慣行的」活
動に留まっていることや、今後の校長相互の情報
交換システム強化の必要性等を明らかにした。ま

た、校長会の組織区分について、鈴木、髙橋（2016）
は、主催団体により行政及び自主組織が主導する
会に区分されるなど、会の形態が明らかされてき
ている。しかし、研究対象が小学校や中学校と限
定的であり、高等学校や特別支援学校など校種を
踏まえた実態は不明である。
　第三は、校長の研修機会としての校長会の役割
に関する先行研究である。三田（2014）は、勤務
地区で行われた小中校長会合同研修会における意
識調査の結果を考察し、小中連携教育に広がりが
みられない理由を指摘するなどの研修の実施によ
る成果を報告した。また鈴木（2017）は、校長の
研修の機会として、行政と自主組織による校長会
の両者について研修内容や時間などの実態を明ら
かにした。さらに、川上（2005）は、校長会の機
能として、フォーマルな場としての役割ばかりで
はなく、インフォーマルな相互支援のためのネッ
トワーク形成の機能の重要性についても指摘して
いる。これらの先行研究において、校長の研修機
会としての校長会の役割は明らかにされている
が、校種に応じた研修の機会の内容や状況は不明
である。
　以上のように、これまでの先行研究によって校
長会の機能や役割が明らかになってきた。その一
つが対象は中学校などと限定的ではあるが、校長
会の組織構造についてである。また、県や市町村
教育委員会等の行政または、自主組織としての校
長会の実態も示されてきた。二つ目が校長会、特
に中学校長会と研修との関わりである。一部の県
の実態ではあったが、校長任用後の研修の機会と
しての OffJT の機会は、限定的となっていた。こ
のような先行研究により、校長会の組織や役割が
明らかにされてはきたが、校種による校長会の機
能と組織の実態は明確とはいえない。
　これらのことから本研究の目的を、校長会の機
能や果たしている役割を小学校や中学校、高等学
校、特別支援学校の校種の違いを踏まえて明らか
にすることとした。そのために、校種に応じた校
長会の機能と役割について調査を行い、組織の成
立過程や主な機能、研修との関わりに関する実態
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と課題を明らかにすることにより、本研究の目的
に迫っていく。具体的な取り組みとしてⅡ節では、
自主組織としての校長会の組織構造及び活動状況
を明らかにし、Ⅲ節では校長会での研究・調査へ
の取り組み、Ⅳ節では校種ごとの校長会での特色
ある活動、最後にⅤ節で研究のまとめを行う。研
究の方法として、先行研究にあたるとともに校長
会の実施状況の調査や聞き取りにより本論の研究
課題に迫るものとする。なお、校長会の実態調査
として、本研究では都市部と農村地区が混在して
いる A 県を調査対象とした。

Ⅱ　自主組織としての校長会の組織構造及び活動

状況

　本節では、A 県校長会設立の目的及び事業内容、
歴史的背景を明らかにする。さらに、小学校や中
学校、高等学校、特別支援学校について、地区や
県、全国校長会の組織構造を明らかにする。
　校長会の設立については、都道府県を単位とし
て行われた。また、小学校長会は戦前からあった
が、校種によっては第二次世界大戦以降に設立さ
れた。その際、GHQ の意向を踏まえた状況もみ
られた（平井、2002）。その後、校長会の全国組
織として、昭和23年に全国高等学校長協会が、同
様に、同24年に全国連合小学校長会、同25年に全
日本中学校長会がそれぞれ設立された。さらに、
昭和38年に全国特殊学校長会が設立された。
1 　各校種における校長会設立の経過

　小学校、中学校、高等学校、特別支援学校の各
校種における A 県及び全国での校長会の設立過
程をみていく。
　はじめは小学校長会の設立過程である。A 県小
学校長会の発足は、昭和38年 5 月である。設立の
経過として、昭和30年10月に A 県小・中学校研
究協議会が結成された。活動状況として、研究会
や大会を年度により小・中合同で開催したり、校
種ごとに分かれて開催したりしていた。その後中
学校長会との共催の在り方について様々な検討が

なされ、昭和38年 5 月11日、会員数560名をもっ
て小学校長による単独の組織が結成された（岩手
県小学校長会、2017）。
　また、小学校長会の全国組織については、昭和
21年から都道府県ごとに小学校長会が順次発足し
たことを踏まえ、昭和24年10月28日に全国連合小
学校長会が結成された ⑴ 。その後、A 県では昭和
29年には市校長会単位で全国組織に加盟したこと
もあった。さらに、A 県小学校長会が昭和38年に
発足したことにより、A 県の小学校長会として全
国連合小学校長会に加盟した。　
　第二に中学校長会の設立の経過である。第二次
世界大戦後の中学校創設後には、A 県内の中学校
長による中学校長部会が設置され、校長会として
の活動をしていた。さらに、Ａ県全体の中学校長
会としての組織的な活動は、昭和30年 5 月10日
に結成したＡ県小中学校長協議会により開始さ
れた。さらに、小学校から独立し、正式にＡ県
中学校長会が発足したのは昭和38年 5 月11日で
あった。それから 3 年後の昭和41年 5 月 6 日に B

中学校に事務局を開設した（岩手県中学校長会、
2017）。
　次に中学校長会の全国組織をみていく。各都道
府県の中学校長会の上位組織は「全日本中学校長
会」であり、東京都に本部を置いている ⑵ 。同会
の発足の経過をたどる。旧制中学校は戦前から
あったが、新制中学校は第二次世界大戦後の昭和
22年 4 月に設置された。このことを受けて、全国
組織としての中学校長会設立の発端は、同年 7 月
₉ 日の東京都中学校長会の発足であった。その後
の同会を中核とした様々な活動を経て、昭和25年
5 月18、19日に全日本中学校長会の第 1 回総会
を開催し、正式に発足した（全日本中学校長会、
1977）。
　同様に、A 県中学校長会と全国組織との関係を
みていく。前述のとおり、A 県中学校長会の正式
な発足は昭和38年 5 月であった。しかし、A 県に
おいては、第二次世界大戦後の中学校創設後に
は、A 県内の中学校長による中学校長部会が設立
され、その部会が窓口となって、全日本中学校長
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会設立後の昭和25年に A 県の中学校長会を代表
する組織として会に加盟した（岩手県中学校長会、
2017）。
　第三に高等学校の校長会の設立経過である。高
等学校では、校長による組織名を A 県高等学校
長協会としている。同会は、第二次世界大戦後の
昭和23年の新制高校発足と同時に設立され、当時
の加盟校は51校であった。以来、今日まで、A 県
の高校教育の様々な課題の解決に取り組んでき
た。具体的には、教育予算の増額や高校入試改革、
教員の給与増額などについて、知事・県議会・県
教育委員会に要望書の提出や陳情を行ってきた。
さらに、昭和61年 3 月21日の総会において規約が
一部改正され、理事長制から会長制となり、支会
長が新設された（岩手県高等学校長協会、1998）。
　同様に、高等学校長協会の全国組織をみていく。
高等学校長協会の全国組織は、全国高等学校長協
会と称し（略称は全高長）、国公私立の高等学校、
中等教育学校後期課程、特別支援学校高等部の校
長、教育機関の代表者等により組織される団体で
ある。昭和23年 5 月28日に設立され、本部を東京
に置いている。戦後の学制改革により新制高等学
校が発足したのが昭和23年度であるので、その年
に全高長が組織されたことになる ⑶ 。A 県高等学
校長協会は、昭和23年の同会の全国組織の発足を
受けて、その後加盟した。
　最後に特別支援学校の校長会の設立経過であ
る。特別支援学校は A 県の県立学校であり、組
織上は校長会である A 県高等学校長協会の特別
支援学校部会に位置する。しかし、児童生徒の現
状や取り組むべき教育課題の特殊性などととも
に、全国組織との関連づけを図るために、特別支
援学校の校長会が別組織で発足することが模索さ
れた。このことを踏まえ、昭和49年 4 月に、A 県
高等学校長協会とは別組織として、新たに A 県
特殊教育諸学校連絡協議会校長部会が創設され
た。さらに、同会は平成13年 4 月に、A 県盲・聾・
養護学校連絡協議会校長部会に名称が変更され
た。その後の関係法の改正により、同会は平成19
年 4 月に、A 県特別支援学校連絡協議会校長部会

に名称を変更し現在に至っている。同会の主な活
動内容は、学校運営における諸問題の協議や研究
等を進めることであり、計画的に事業に取り組ん
でいる（岩手県特別支援学校連絡協議会、2017）。
　同様に、特別支援学校の全国組織の校長会は、
昭和38年10月に設立された、全国特殊学校長会で
ある。同会は、全国盲学校長会や全国聾学校長会
等障がいの種類による 5 つの校長会の全国組織を
包括するものであり、A 県も校種ごとに加盟して
いる ⑷ 。
　以上のように、A 県においては、校種により設
立の経過や全国組織との関係について特色がみら
れた。小学校及び中学校については、校長会が初
期の段階では小・中学校長会として合同で行われ
ていたこともあり、独立組織となったのは他の都
道府県と比べると比較的遅かった。しかし、高等
学校の校長会組織である A 県高等学校長協会は、
設立や全国組織への加入が比較的早い時期に行わ
れた。また、特別支援学校の校長会の名称は、法
制度の整備の状況にともなって変化してきた。
2 　校長会設立の目的及び事業内容

　A 県の校種ごとの校長会はそれぞれ設立の目的
や事業内容を規約の中に掲げている。それを校種
ごとにまとめたものが、表 1 である（岩手県小学
校長会、2017、岩手県中学校長会、2017、岩手県
高等学校長協会、2017、岩手県特別支援学校連絡
協議会、2017）。
　初めに校種ごとの校長会の目的をみていく。小
学校長会は、「この会は」で始まり、「会員相互の
協調と連携を基調に、・・本県教育の振興に寄与
する・・」とある。同様に中学校長会は、「本会は」
で始まり、それ以降は、「職能」と「職務」の違
いはあるものの、ほぼ同様である。このことは、
A 県小学校及び中学校校長会は、設立当初は同一
の組織として活動していたことが起因していると
思われる。さらに、高等学校長協会は、会設立の
目的として、高等学校教育及び特別支援教育の振
興並びに研修をあげており、小・中学校長会でみ
られた「会員相互の協調」がみられない代わりに、
研修が加えられている。特別支援学校の校長会に
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ついては、会の目的として「運営上の諸問題を協
議し、・・特別支援教育の振興を図る・・」とし
ている。
　以上のように、校種により多少表現は異なるが、
会の目的として、教育の振興を共通に掲げている。
さらに、特徴的な取り組みとして、小・中学校長
会では会員相互の協調と連携、高等学校長協会で
は研修、特別支援学校の校長会では運営上の諸問
題の協議をあげている。
　第二に校長会の事業内容をみていく。初めは小
学校長会である。A 県小学校長会は、事業内容と
して学校経営の充実・向上や調査研究等 7 項目、
その他として 1 項目の計 8 項目をあげている。そ
れぞれの事業は、目的として示された内容と関連
づけられている。会員相互の協調と連携について
は、 4 の会員相互の連携・協力及び 7 の厚生福利
が具体的な事業となる。さらに、職能の向上につ
いては、 1 の学校経営の充実・向上、 2 の研究調
査、 3 の研究大会等の開催、 6 の教育関係団体と

の連携・協力が該当する。また、会の最終的な目
的である本県教育の振興については全体が関連し
ているが、直接関わる内容としては 5 の教育諸条
件の充実・整備である。その他は必要に応じて実
施されることになる。
　次に中学校長会の事業内容をみていく。A 県中
学校長会の事業内容は、A 県小学校長会とほぼ同
様であり、学校経営の充実・向上など 7 項目とそ
の他 1 項目の計 8 項目となっている。ただ、小学
校は「研究大会等」であるが中学校では「研究協
議会等」となっている。
　さらに、高等学校長協会の事業内容である。事
業内容としては、条例などの特別な定めはないが、
全国高等学校長協会が掲げる事業内容と対応した
ものとして、調査研究や関係機関等への建議・要
望等 4 項目をあげている。また、会の目的との関
連をみていくと、教育の振興については、関係機
関等に対する建議・要望をあげている。また、会
員の研修としては、調査・研究や会誌・会報等の

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
目的 この会は、会員相互の協

調と連携を基調に、小学
校長としての職能の向上
を図り、本県教育の振興
に寄与することを目的と
する。（第 2 条）

本会は、会員相互の協調
と連携を基調に、中学校
長としての職務の向上を
図り、本県教育の振興に
寄与することを目的とす
る。（第 2 条）

本会は高等学校教育及び
特別支援教育の振興並び
に会員の研修を目的とす
る。（第 2 条）

この会は、特別支援学校
の運営上の諸問題につい
て協議し、もって、本県
特別支援教育の振興を図
ることを目的とする。
（第 2 条）

事業 この会は , 第 2 条の目的
を達成するため , 次の事
業を行う。
1 ．学校経営の充実・向

上に関すること。
2 ．教育活動にかかわる

研究調査に関するこ
と。

3 ．研究大会等の開催に
関すること。

4 ．会員相互の連携・協
力に関すること。

5 ．教育諸条件の充実・
整備に関すること。

6 ．目的を同じにする教
育関係諸団体との連
携・協力に関すること。

7 ．会員の厚生福利に関
すること。

8 ．その他 , この会の目
的達成に必要なこと。

（第 4 条）

本会は、第 2 条の目的を
達成するため、次の事業
を行う。
1 ．学校経営の充実・向

上に関すること。
2 ．教育活動に関わる研

究調査に関すること。
3 ．研究協議会等の開催

に関すること。
4 ．会員相互の連携・協

力に関すること。
5 ．教育諸条件の充実・

整備に関すること。
6 ．目的を同じくする教

育関係諸団体との連
携・協力に関すること。

7 ．会員の福利厚生に関
すること。

8 ．その他、本会の目的
達成に必要な事項。

（第 6 条）

特別な定めはないが、全
国高等学校長会の規定に
準じて活動している
本会の事業内容
1 ．教育に関する調査・

研究
2 ．関係機関等に対する

建議・要望又は意見の
発表

3 ．会誌・会報等の発行
4 ．会員の研修
5 ．その他本会の目的達

成に必要な事業

（事業及び協議事項）
　この会は、本会の目的
を達成のため、次の事項
について研究協議する。

⑴　特別支援学校にお
ける学校運営に関する
事項
⑵　教育関係法規並び
に関連する事務処理に
関する事項
⑶　特別支援教育振興
のために必要な調査並
びに情報の交換
⑷　特別支援学校の整
備拡充に関する事項
⑸　その他本会の目的
達成に必要な事項

（第 4 条）

表 １　A県　校長会の目的及び事業
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発行、研修をあげている。高等学校長協会に示さ
れた事業内容として、小・中学校長会にあったよ
うな会員相互の協調・連携はみられない。加えて
特別支援学校の校長会では、特別支援学校におけ
る学校運営に関する事項、教育関係法規並びに関
連する事務処理に関する事項、特別支援教育振興
のために必要な調査並びに情報の交換、特別支援
学校の整備拡充に関する事項の 4 点を柱に事業を
行っている。
　以上のように、A 県では小学校及び中学校長会
の事業内容は、それぞれ 8 項目とほぼ同様である。
さらに高等学校長協会には、事業内容を示した条
文はなく全国組織の事業内容に基づいて活動して
おり、全国高等学校長協会の内部組織として設置
されている部や委員会の活動が A 県高等学校長
協会の内部組織や活動と直結していることがその
理由と考えられる。特別支援学校の校長会につい
ては、特別支援学校における教育活動の理解が十
分でないことや法整備などの理解と体制の整備が
事業の柱となっていた。
3 　校長会の組織構造　

　校長会の内部の組織構造や校長会の構成等は校

種により異なっている。小学校、中学校長会は単
一の組織であるが、高等学校は設置している科及
び特別支援学校は障がいの種類によって個別に校
長会を構成している場合がある（表 2 ）。
　初めに、小学校長会の組織構造をみていく。A

県小学校長会は、県内の13地区に地区小学校長会
を組織している。各地区校長会では、会長と副会
長が選出されおり、内部組織として、総務部や行
財政部、研修部など 5 つの部会があり、全体の組
織とともに部会ごとに活動する機会も設定されて
いる。A 県小学校長会の組織として、地区校長会
を 4 つのブロックに分け代表となる校長を選出
し、同時に県校長会の副会長とする。さらに、20
校の校長から代表を一名選出して、県校長会の評
議員とする（岩手県小学校長会、2017）。
　県校長会の内部組織として、総務部や行財政部
等 5 つの部会がある。それぞれの部会の活動とし
て、総務部は全体の統括を行うとともに、行財政
部は教育行政や予算に関する業務、研修部は研修
に関する事項、広報・研修部は広報誌や機関誌の
発行、生徒指導部は生徒指導に関する諸課題への
対応に関する業務にあたる ⑸ 。小学校長会の全国

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
地区 13地区に組織

　総務部
　行財政部
　研修部
　広報・編集部
　生徒指導部

13地区に組織
　総務部
　研究調査部
　行財政部
　生徒指導部
　広報部

10支会
地区ごとの部や委員会の
組織はない。　

地区ごとの組織はない

県 〇 A 県小学校長会
　総務部
　行財政部
　研修部
　広報・編集部
　生徒指導部

〇 A 県中学校長会
　総務部
　研究調査部
　行財政部
　生徒指導部
　広報部

〇 A 県高等学校長協会
・普通部会　
　　等　15 部会
・教育課題検討委員会
　　等　７ 委員会

〇岩手県特別支援学校連
　絡協議会　校長部会

全国 〇全国連合小学校長会
　対策部
　　標準法委員会　
　　教員養成委員会
　　他　２委員会
　調査研究部
　　教育改革委員会　
　　教育課程委員会　
　　他　４委員会
　庶務部､ 会計部､
　広報部

〇全日本中学校長会
　総務部会
　教育情報部会
　教育研究部会
　生徒指導部会
　編集部会
　予算対策部会 
　他　４部会

〇全国高等学校長協会
　教育課題検討委員会
　就職対策委員会
　大学入試対策委員会
　管理運営研究委員会
　教育課程研究委員会
　生徒指導研究委員会
　人権教育委員会
　編集委員会
　国際教育交流委員会

〇全国特別支援学校長会
　全国盲学校長会
　全国聾学校長会
　全国特別支援学校知
　　的障がい教育校長会
　全国特別支援学校肢体
　　不自由教育校長会
　全国特別支援学校病弱
　　教育校長会

表 ２　校長会の組織構造（地区、A県、全国）
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組織は、「全国連合小学校長会」であり、東京に
本部を置いている。内部組織として対策部や調査
研究部、庶務部など 5 つの部とともに各部の内部
組織として標準法委員会や教育改革委員会等14の
委員会及び会計などで構成されている ⑹ 。
　次に中学校長会の組織構造である。A 県中学校
長会は、小学校長会と同様に県内に13の地区組織
がある。A 県中学校長会地区校長会の内部組織と
して、総務部や研究調査部、行財政部等 5 つの部
会がある。小学校長会と同様に地区校長会として
の全体会とともに、部会ごとの活動も行われ、活
動状況は部会により異なる。A 県中学校長会の内
部組織は、地区校長会と同様に 5 つの部があり、
県内各支部の代表により組織され活動している。
　同様に中学校長会の全国組織は「全日本中学校
長会」であり、東京に本部を置いている。また、
同校長会の内部組織として、総務部会や教育情報
部会等10の部会がある。各都道府県校長会の代表
により総会を開催したり、研究協議会を開催した
りしている ⑺ 。
　さらに高等学校長協会についてみていく。A 県
高等学校長協会は、県内に10の支会をもつ。それ
ぞれの支会では、代表の校長を選出し支会長とし
ている。また、A 県高等学校長協会には、設置し
ている科や科目等の専攻に応じて、内部に普通科
部会や商業部会等15の部会を組織している。加え
て、様々な教育課題解決のために、教育課題検討
委員会や就職対策委員会等 7 つの委員会を組織し
ている。県高等学校長協会の各支会には県組織に
あるような部会や委員会などの内部組織はなく、
各支会の所属メンバーがそれぞれ県の内部組織に
所属し、活動している。県高等学校長協会の各部、
各委員会での活動は、各支部での協議内容を踏ま
えながら、県としての課題解決の在り方を探って
いく。
　さらに、高等学校長協会の全国組織は、全国高
等学校長協会である。組織構造として、意志決定
系列と調査・研究系列に区分される。意志決定系
列は、総会や理事会、常任理事会などがある。同
様に調査・研究系列として、普通科部会や農業部

会等17の部会が組織され、同様に委員会として、
教育課題検討や就職対策等 7 つが組織されてい
る。加えて編集や国際教育交流委員会等 3 委員会
があり、全部で28の部会や委員会がある ⑻ 。
　最後に特別支援学校の校長会をみていく。A 県
において該当する校長会は、先に示したように特
別支援学校連絡協議会校長部会である。A 県内の
特別支援学校は15校と少なく、地区ごとに校長会
は組織されていない。A 県特別支援学校連絡協議
会には校長部会の他に副校長部会、事務長部会が
組織されている。
　また、全国の組織は全国特別支援学校長会であ
り、全国盲学校長会や全国聾学校長会等から 3 名、
都道府県から 6 名、事務局担当として若干名で理
事会を構成し、本部を東京都に置いている。さら
に内部組織として、専門委員会（教育課程、法制
制度他 5 委員会）、特別委員会（基本問題検討委
員会他）がある ⑼ 。
　以上のように、A 県における校種ごとの校長会
の組織構造が明らかになった。地区組織として、
小学校と中学校はそれぞれ13の地区校長会が組織
されていた。さらに小、中それぞれの地区校長会
の内部組織は、A 県小、中学校長会のそれぞれの
組織と同様であった。しかし、全国組織の校長会
とは組織構造がそれぞれ異なっていた。A 県高等
学校長協会については、地区組織として10の支会
があったが、組織内部での部や委員会は組織され
ておらず、県校長会のそれぞれの部や委員会に所
属して活動していた。高等学校長協会については、
県と全国組織の部や委員会の内部構造は、地域性
による違いはみられるもののほぼ同様であった。
　特別支援学校については、校長会そのものが A

県特別支援学校連絡協議会の内部組織であり、そ
の内部には組織が設置されていないなどの実態が
明らかになった。
4 　校長会の開催状況

　A 県における校長会の開催状況は、表 3 に示し
たように校種により異なる。年度初めの総会や部
会ごとの会議等多様である。さらに、校長会に
よっては、県大会と全国のいくつかの都道府県を
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ブロックごとに組織されている地区校長会や全国
校長会を兼ねて実施する場合がある。
　初めに A 県小学校長会について、実施状況を
みていく。それぞれの地区校長会は、年度初めに
組織や事業計画等を協議するために総会を開催す
る。その中で、各部会の役員や部会等の構成員や
地区校長会の開催予定、実施内容等を確認する。
その後、定期的に地区校長会を開催したり、必要
に応じて部会ごとに会議を行ったりする。同様に、
A 県小学校長会は、年度初めに総会を実施して組
織や事業計画を協議する。その後必要に応じて部
会ごとに会議を開催する。この会議には、各地区
から代表が参加し、協議内容を各地区に伝える役
割を果たす。研究に関しては、県大会は中学校と
共催により隔年で実施している。全国の校長会は
年度初めに東京で開催される。また、研究協議会
は都道府県持ち回りで10月頃実施される。平成29
年度は佐賀県で実施された⑽。
　A 県中学校長会の地区及び県中学校長会の開催
状況は、おおよそ小学校長会と同様である。研究
成果の発表に関しては、小学校長会との共催で実
施しており、平成29年度は研究協議会の実施予定

はなかった。しかし、同年度は全日本中学校長会
の地区組織である T 地区校長会が A 県で開催さ
れたため、県の研究協議会は T 地区大会と共催と
なった。また、今年度の全日本中学校長会研究協
議会は創設60周年の節目の年であったことから、
10月に東京で開催された⑾。
　A 県高等学校長協会については、各地区で行わ
れる校長会の実施日程や回数は支会ごとに決定さ
れる。また、A 県高等学校長協会は総会・研究協
議会が 4 月、11月、 2 月の年 3 回実施される。第
1 回は組織や事業計画、研究推進計画等が、第 3
回は次年度の事業計画が主なテーマとなる。その
他必要に応じて、部会において現状や課題が協議
されたり、委員会で課題を深めたりする。さらに、
平成29年度の全国高等学校長協会の全国大会は、
5 月にさいたま市大宮区で実施され、総会と研究
協議会が行われた⑿。
　特別支援学校の校長会である A 県特別支援学
校連絡協議会校長部会については、地区ごとの組
織はなく、県全体で活動している。校長会は、4 月、
7 月、11月、 2 月の年 4 回開催されている。第 1
回は組織や年間の事業計画、第 2 回、 3 回は研究

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
地区 ・各地区小学校長会

　総会　（ 4 月）
・地区校長会の開催
・各部会の会議

・各地区中学校長会総会　　
　（ 4 月）
・地区校長会の開催
・各部会の会議

・各支会校長会
　年 3 〜 4 回の開催　　
　（支会ごとに異なる）

地区の設定はない

県 ・県小学校長会総会　
　（ 4 月）
・各部ごとに年間数回会

議を実施
・研究大会は中学校と合

同で隔年開催（平成29
年度は、ない）

・県中学校長会総会　　
　（ 4 月）
・部会ごとに年間数回会

議を開催
・研究協議会を小学校長

会と合同で隔年開催
　（平成29年度は、ない）

・第 1 回総会・研究
　協議会（ 4 月下旬）
・第 2 回総会・研究
　協議会（11月上旬）
・第 3 回総会・研究
　協議会（ 2 月中旬）

・第 1 回校長部会（総会、
年間計画）（ 4 月下旬）

・第 2 回校長部会 （研究
協議会）（ 7 月上旬）

・第 3 回校長部会（研究
協議会）（11月上旬）

・第 4 回校長部会（次年
度計画等）（ 2 月中旬）

全国 ・全連小総会
（ 5 /23、東京）
・全連小研究協議会佐賀

大会（10/12、13）

・全日中総会
　（ 5 /24 ,25、東京）
・全日中研究協議会
　（10/18〜20、東京）
・中学校教育60年記念大

会（10/24〜26、東京）
・T 地区中学校長会 A 大

会（ 6 /29 ,30、A 県）

・全国高等学校長協会総
会・研究協議会

　（ 5 /24 ,25、大宮）

・全国特別支援学校長会
総会・研究協議会

　（ 6 /29 ,30、東京）

表 ３　校長会の年間の開催状況（地区、A県、全国）　平成29年度� ※現時点での予定を含む
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テーマに基づいた研究協議、第 4 回は研究のまと
めと次年度の事業計画が主な協議・活動内容であ
る。平成29年度の全国特別支援学校長会は、 6 月
に総会・研究協議会が東京で開催された（13）。
　以上のように、小学校、中学校、高等学校の校
長会は、地区ごとの取り組みが中心となっていた。
さらに、各地区の代表が県校長会に参加して、地
区の現状を示すとともに県としての取り組みにつ
いて確認していた。特別支援学校については、学
校数の関係もあり県単位の活動が中心となってお
り、研究への取り組みが活動の中心に据えられて
いた。

Ⅲ　校長会での調査・研究への取り組み

　本節では、校長会の事業内容として表 1 に示さ
れているような研究・調査の具体的な内容を、校
種を踏まえて明らかにする。
1 　調査への取り組み

　各校長会は、教育の振興を会の目標に掲げ、教
育条件の現状や課題を把握するために調査を実施
している（表 4 ）。調査結果により A 県内の現状
と課題を把握し、改善策を協議する。さらに、内
容によっては、調査結果を全国組織が集約し、結
果をまとめるとともに、必要に応じて要望事項と
して文部科学省等の関係機関に提出される。
　小学校長会で行われる調査は、A 県小学校長会
の内部組織である行財政部会や研修部、生徒指導
部によって行われる。行財政部会では、教育諸条
件に関する実態把握と要望事項をまとめる。具体
的には、給与の実態や病休者の現状と補充の状況
を含め、人事、処遇、研修等の現状を把握し、県
教育委員会等の関係機関に要望事項としてとりま
とめ提出する。研修部は教職員の協働意識や資質
能力の向上に向けた研修の現状や課題を把握す
る。具体的には、教職員の協働意識や各学校の実
態と課題、さらに課題解決に向けた取り組みの状
況などである。生徒指導部は、各学校における生
徒指導の諸問題について、現状と課題を調査によ

り把握する。具体的には、いじめや不登校等であ
り、併せて震災後の状況とその後の取り組みの実
態を調査により明らかにし、対応について協議す
るための資料を作成する。行財政部会や研修部で
まとめられた調査結果は、全国連合小学校長会に
も送付される。
　中学校長会で行われる調査は、小学校長会と同
様に内部組織である研究調査部や行財政部会、生
徒指導部が行う。中学校では高校への進路に関わ
る課題が重要度を増すことから、進路希望を含め
進路に関する諸データを研究調査部が集約するこ
とになる。同部は併せて教育課程の現状と課題も
把握する。行財政部会や生徒指導部会が行う調査
内容はほぼ小学校長会と同じであるが、中学校長
会の生徒指導部会では、生徒指導で頻繁に取り上
げられる携帯電話等について、特に項目をあげて
調査を実施し、実態の把握に努めている。さら
に、これらの調査結果は全日本中学校長会へも送
られ、中学校教育全般や研究、生徒指導等の区分
によりまとめられる。　
　A 県高等学校長協会では、教育課題、生徒指導
研究、教育課程研究の各委員会が調査を実施して
いる。教育課題検討委員会では、A 県の現状を踏
まえ、復興教育の検証と効果的な改善の在り方を
調査している。また、生徒指導研究委員会は、生
徒指導上の大きな課題であるスマートフォン等の
使用に関する指導の在り方についての調査を実施
した。さらに、教育課程研究委員会では、次期学
習指導要領に向けた調査を実施した。これらの調
査結果は、委員会ごとに報告書としてまとめて、
校長協会内で共通理解を図った。さらに、全国高
等学校長協会の内部組織である各委員会との関連
で実施される調査も必要に応じて実施され、調査
結果が全国組織に送付される。
　A 県特別支援学校連絡協議会校長部会は、県単
独のテーマの調査ではなく、全国組織による調査
の一環として毎年実施している。具体的な内容は、
教育課程や法制整備の状況、施設設備に関する事
項などである。これらの調査結果は、全国特別支
援学校長会に送付され、全国の都道府県のデータ
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としてまとめられる。
　以上のように、校長会の事業内容に示されてい
るように、児童生徒や教職員、学校の施設設備の
現状を踏まえた学校の実態把握の調査が行われ、
それが集約されて客観的なデータとなり、関係機
関への要望と結びついていることが明らかになっ
た。さらに、それらの調査結果が全国組織に集約
され、そして活用されていた。　
2 　研究への取り組み

　校長会の研究への取り組みとして、表 5 に示し
たように、校種に応じた特徴がみられる。研究へ
の取り組みの流れとして、一般的には全国の校長
会のテーマを踏まえ、都道府県校長会が研究テー
マを設定し、地区ごとに研究を進めている（鈴木、
2017）。
　初めに A 県小学校長会の研究への取り組みを
みていく。同会は、全国連合小学校長会の研究
テーマを踏まえ県独自のテーマを設定している。
設定したテーマには、未来を担う子ども、未来を
切り開く子どもを育てる、との願いが込められて
いる。この県のテーマに基づいて地区ごとに研究
が進められる。研究は地区の校長会の内部組織で
ある研修部が中心になって進められ、研究成果は
地区校長会で検討されることで共通理解が図られ
る。それらの研究の成果は場合によっては隔年で
開催される、Ａ県校長会県大会で発表される。さ

らに、地区によっては、全国大会の下位大会であ
りいくつかの都道府県により構成される地区小学
校長会、さらに全国大会で発表される場合もある。
　Ａ県中学校長会は、全日本中学校長会が設定し
たものと同一の研究テーマを設定して研究に取り
組んでいる。県中学校長会の調査研究部が中心と
なって教育課程や特別活動などの 4 つの分野を地
区に割り当てる。各地区はそのテーマに基づいて、
研究を進める。実際には、地区校長会の研究調査
部が中心となって研究に取り組み、その成果を会
の中で練り上げていく。さらに機会があれば、県
校長会や全国大会で発表する等、小学校長会と同
様となる。加えて各地区の研究成果は、県として
冊子にまとめられ各校長に配布されることによ
り、成果の共有を図っている。
　全国高等学校長協会は、研究協議会は理念とし
ての基本テーマを掲げている。しかし、小学校、
中学校長会にみられたような、全国のテーマを踏
まえた都道府県ごとのテーマ設定や、テーマに基
づいて具体的な課題を設定した研究の推進、と
いった取り組みはみられない。このことから、A

県高等学校長協会として研究テーマに関する直接
的な関わりはみられないものの、同会の内部組織
である各委員会が全国のテーマを踏まえて独自に
研究課題を設定して、調査や研究に取り組んでい
る。各委員会は各地区の支会校長会の構成メン

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
県 ○行財政部会

・校長の給与の実態
・病休者と補充の状況
・人事、給与、研修への

要　望等
○研修部　
・教職員の年齢構成
・各学校の実態と課題
○生徒指導部
・いじめ・不登校
・学級経営上の諸問題　
・情報化
・震災　等

○研究調査部
・進路
・教育課程調査
○行財政部会
・免許外担当者
・教職員の病休者・休職

者とその補充状況
・教育予算
○生徒指導部
・問題行動関係
・いじめ問題関係
・不登校関係
・情報機器関係 等

◯教育課題検討委員会
　調査の重点事項は２点
・復興教育の検証と改善

による実践
・「教育の質」の向上を

目指す学校経営
◯生徒指導研究委員会
・スマホ等の普及に応じ

た指導の在り方
◯教育課程研究委員会
・次期学習指導要領に向

けた教育課程

○県単独での調査ではな
く、全国調査の一環とし
て実施
・教育課程
・法制整備
・施設設備
・人事厚生
・進路福祉
・支援連携
・併置校

全国 小学校教育に関する調査
・標準法
・施設設備教材等
・教員養成

中学校教育に関する調査
教育研究部調査
生徒指導部調査

高等学校教育に関する調
査
・教育課題
・就職、入試対策　等

同上

表 ４　校長会における調査活動（A県、全国）
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バーから割り当てられた委員により構成されるこ
とから、全県的な現状認識や課題解決の方策の検
討など、地域の実態を反映したより具体的な調査
研究となっている。さらに、支会校長会において
は、特定のテーマを掲げず、学校運営上や当面す
る諸課題への対応に関する研究協議が主となって
いる。
　特別支援学校の校長会である A 県特別支援学
校連絡協議会校長部会は、全国組織である全国特
別支援学校長会が掲げた研究テーマ、課題に基づ
き、計画的に研究に取り組んでいる。同会は表 3
で示したように、年に 4 回開催されているが、そ
の中の第 2 回、 3 回は研究協議が主となり、全国
テーマ、県の課題を踏まえた各校の現状や課題に
関するレポートに基づいて話し合いが行われる。
それらの研究成果は各校での学校運営等に生かさ
れる。
　以上のように、校長会の研究への取り組みにつ
いて校種による違いがみられた。小学校や中学校
長会については、全国組織の掲げたテーマを踏ま
えて県のテーマを設定し、そのテーマに基づいて
地区ごとに研究が推進されていた。さらに、それ
らの研究成果は県校長会において発表したり成果
としてまとめられたりしていた。高等学校につい
ては、全国組織のテーマはあるものの、Ａ県高等
学校長協会の研究との関連づけはあまりみられな

かった。しかし、同会の内部組織である各委員会
が、全国のテーマに基づいて課題を設定した上で
研究に取り組んでいた。特別支援学校の校長会に
ついては、全国組織のテーマや県の課題に基づい
て計画的に研究が進められていた。このように校
長会の取り組みとして、研究テーマの設定や研究
との関わりにおいて校種による違いが明らかに
なった。　

Ⅳ　各校長会の特色ある活動

　本節では、校種に応じた校長会の特色ある活動
の実態を明らかにする。Ａ県の各校長会は、県の
実態を踏まえ特色ある取り組みをおこなってお
り、限定した内容ではあるが、校種による主な実
践内容を表 6 に示した。
　A 県小学校長会は、東日本大震災の被災を踏ま
え、震災からの復興を図るための復興教育を中核
に据えて活動してきた。その成果を震災の記録誌
としてまとめるとともに、災害の状況を風化させ
ないための取り組みとして、被災紙芝居を作成し
て各校に配布し活用を促した。さらに、同一県の
校長であっても被災地である沿岸部の状況につい
ての理解に不十分さがみられたことから、内陸部
の校長を主にした被災地、被災校訪問を計画的に

校種 小学校 中学校 高等学校 特別支援学校

全
国
の
テ
ー
マ

○新たな知を拓き人間性
豊かな社会を築く日本人
の育成を目指す小学校教
育の推進　−志を胸に　
高きに和して未来を創る
子どもを育てる学校経営
の推進−

○社会を生き抜く力を身
に付け、未来を切り拓く
日本人を育てる中学校教
育

研究協議会基本テーマ：
○未来を拓く高等学校教
育の創造

○インクルーシブ教育シ
ステム構築の展望と特別
支援学校の経営の在り方　
−新学習指導要領におけ
る特別支援学校の経営課
題−

県
の
テ
ー
マ
と
取
り
組
み

○主体的に生き、ふるさ
との未来を担う子どもを
育てる A の教育　
～ふるさとを愛し、共に
支え合いながら未来を拓
く子どもを育てる学校経
営の推進～
→各地区で研究推進

研究テーマは、全日中の
研究テーマと同一であ
る。このテーマを踏まえ
て研究を進める。
→各地区で研究推進

テーマは、特に設けられ
てはいないが、全国の基
本テーマに即して、各委
員会が独自に調査研究に
取り組んでいる。
→各支会で各校の諸課題
等の研究協議

全国のテーマと同一であ
る。このテーマを受けて
回ごとに各校の教育課
題、経営課題を提出する。
→地区組織はない

表 ５　校長会　研究テーマの設定と研究への取り組み（地区、A県、全国）　平成29年度
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実施した。また、地区校長会が中心となって、沿
岸と内陸の学校の文化交流や共同事業をとおして
連携を図ることにより、横軸姉妹校としての取り
組みを進めてきた。このように、被災からの復興
を全県一丸となって実現するために、学校として
何ができるのかという視点に立った実践がみられ
た。
　A 県中学校長会については特色ある活動とし
て、復興教育を踏まえた取り組みや校長の研修機
会の充実の 2 点があげられる。復興教育を踏まえ
た取り組みとしては、小学校長会と同様な震災記
録誌の発行や被災校支援を行っている。被災校支
援については、姉妹校連携における部活動交流の
ためのバス経費に対して、A 県校長会から支援し
ていた。さらに、同校長会の各地区校長会におい
て、少なくとも年に数回、授業や生徒指導等に関
する研修会を実施していた。具体的には、地区中
学校長会の一つである M 市中学校長会では、年
間10回、各学校持ち回りで学習指導要領の改訂を
踏まえた授業参観を実施したり、研修テーマを設
定した上での講師による講話を行ったりしてお
り、さらにその際各校の生徒指導の課題と対応策
の情報交換等を行っていた。このように、校長と
しての学校経営に関する課題にとどまることな
く、授業や生徒指導等教育活動全般にわたる研修
を心がけて、実践に取り組んでいた。
　A 県高等学校長協会については、内部組織であ

る部会や委員会が独自にテーマを決めて事業を企
画・実践していた。部会の活動として、普通部会
では A 県の今日的課題としての復興教育の現状
や課題に関する講演会を開催して研修したり、家
庭科部会では教科指導の在り方について研修した
りしていた。さらに、大学入試対策委員会では、
県高等学校教育研究会進路指導部会の「大学進学
懇談会」と合同で、年 2 回大学入試対策委員会を
開催していた。この会には、該当する16校の校長
や教員に留まらず、全県から希望者が参加してい
た。加えて各地区の全ての支会校長会では、地区
内の中学校長会と合同の連絡会議等を開催し、新
入生の状況や高校卒業後の進路状況等について情
報交換を行っていた。このように、高等学校では
各部会や委員会が高等学校教育の振興という共通
理念を踏まえて独自に活動していた。
　A 県特別支援学校連絡協議会校長部会では、特
別支援教育の理解・啓発を主眼にした活動に取り
組んでいた。具体的には、特別支援教育の啓発を
目的に特別支援学校作品展を実施したり、特別支
援学校体験記録集を発行したりしていた。さらに、
関係機関との連携を図るために、A 県教育委員会
との教育懇談会を 1 年ごとに特別支援学校連絡協
議会と特別支援学級設置学校長協議会とで担当を
分担しながら実施していた。このように、まだま
だ不十分と思われる特別支援教育の理解を促すと
ともに、今後のいっそうの振興を図るための取り

小学校 中学校 高等学校 特別支援学校
【A 県小学校長会】
復興教育を中核に据えた

取り組み
○記録誌の発行や被災地

訪問等
・震災記録誌発刊配布
・震災紙芝居作成配布
・毎年被災地視察訪問
・被災校文化支援活動
　等
○被災校との連携
・震災後の横軸姉妹校連

携

【A 県中学校長会】
A 県小学校長会と同様
○記録誌の発行や被災校

支援等
・震災記録誌発刊配布
・被災校部活動交流等
　バス経費支援
○被災校との連携
・横軸姉妹校連携
【地区校長会】
○研修会の実施、年数回
○Ｍ市の例
・授業参観
・講師による講話
・高等学校長との交流 

等

【A 県高等学校長協会】
○部会ごとの講演会の取

り組み
・普通部会や家庭部会
　被災地の教育
　教科教育
◯委員会での取り組み
・大学入試対策委員会と

関係団体との共同によ
る会議の実施

【A 県高等学校長協会各
支会校長会】

○情報交換会の実施
・地区の中学校長会と連

絡会議等を実施

【A 県特別支援学校連絡
協議会校長部会】

○特別支援教育の啓発
・特別支援学校作品展の

実施
・特別支援学校体験記録

集の発行
○関係機関との連携
　定期的に教育委員会と

の教育懇談会を実施

表 ６　校長会による特色ある活動（A県、地区）
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組みがみられた。
　以上のように、校長会の活動として、校種によ
り学校教育の現状や今日的課題へ対応するための
特色ある取り組みがみられた。小学校長会では復
興教育という A 県が直面する課題に対応するた
めに様々な取り組みがみられた。中学校長会で
は、復興教育に加えて、授業や生徒指導等に対す
る適切な対応のために校長自身の研修を重視して
いた。高等学校長協会では、部会や委員会ごとに
今日的課題解決のための講演会や協議会などが自
主的な取り組みとして実施されていた。特別支援
学校の校長会では、特別支援教育の理解を促進す
るとともに、教育環境などの改善の取り組みがみ
られた。このような取り組みは、各校種の直面す
る課題を反映したものとなっていた。

Ⅴ　研究の成果とまとめ

　本研究の成果として、対象は A 県と限定した
ものではあったが、小学校や中学校、高等学校、
特別支援学校における校長会の様々な実態を把握
できたことがあげられる。
　本研究のまとめの第一は、校長会の創設や組織
に関する事項である。A 県の各校長会は、校種ご
との設立の経過や全国組織との関係について特色
がみられた。小学校及び中学校については、校長
会の活動がかつては小・中学校長会として合同で
行われていたこともあり、独立組織となったのは
他の都道府県と比べると比較的遅かった。しかし、
高等学校の校長会組織である A 県高等学校長協
会の設立や全国組織への加入は比較的早い時期に
行われた。特別支援学校については、県立学校で
もあり A 県高等学校長協会の内部組織として活
動していたが、全国組織の創設もあり、その後独
立した組織として設置された。
　また、校種により表現は多少異なるが A 県の
校長会創設の目的として、教育の振興を共通に
掲げている。さらに、特徴的な取り組みとして、
小・中学校長会では会員相互の協調と連携、高等

学校長協会では、研修、特別支援学校の校長会で
は運営上の諸問題の協議をあげている。さらに、
事業内容として、A 県では小学校及び中学校校長
会はそれぞれ 8 項目とほぼ同様である。このこと
は、A 県における小、中校長会の設立過程と深く
関わっていると考えられる。高等学校長協会には、
事業内容を示した条文はなく全国組織に設置され
ている部や委員会の活動が校長会の活動と直結し
ていることが要因と考えられる。特別支援学校に
ついては、特別支援学校における教育活動の理解
が十分でないことから、法整備に対する理解促進
と体制の整備が事業の柱となっている。
　次に、A 県における校種ごとの校長会の組織構
造である。A 県校長会の地区組織として、小学校
と中学校にはそれぞれ13の地区校長会が組織され
ていた。さらに小学校、中学校それぞれの地区校
長会の内部組織は、A 県の小、中学校の校長会の
組織と同様であった。しかし、全国組織の校長会
とは組織構造が異なっていた。A 県高等学校長協
会については、地区組織として10の支会があった
が、組織内部での部や委員会は組織されておらず、
県校長協会のそれぞれの部や委員会に所属して活
動していた。A 県高等学校長協会については、県
と全国組織の部や委員会の内部構造は、地域性に
よる違いはみられるもののほぼ同様になった。特
別支援学校については、校長会そのものが A 県
特別支援学校連絡協議会の内部組織であり、校長
会の内部に部や委員会などの組織はみられなかっ
た。
　加えて、校長会の実施状況である。小学校、中
学校、高等学校の校長会は、地区ごとの取り組み
が中心となっていた。さらに、各地区の代表が県
校長会に参加して、地区の現状を示すとともに県
としての取り組みについて確認していた。特別支
援学校については、学校数の関係もあり県単位の
活動が中心であり、研究活動が活動の中心に据え
られていた。
　まとめの第二は校長会での調査・研究への取り
組みに関する事項である。調査・研究への取り組
みについては、校長会の事業内容に示されている
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ように、児童生徒や教職員、施設設備の現状を踏
まえた学校の実態把握の調査が行われ、それが集
約されて客観的なデータとなり、関係機関への要
望と結びついている等の取り組みがみられた。ま
た、校長会の研究への取り組みについて校種によ
る違いがみられた。小学校、中学校長会について
は、全国組織の掲げたテーマを踏まえて県のテー
マを設定し、そのテーマに基づいて地区ごとに研
究が進められていた。さらに、それらの研究成果
は県校長会において発表したり成果としてまとめ
られたりしていた。高等学校長協会については、
全国組織のテーマはあるものの、Ａ県高等学校長
協会としての研究テーマは設定されていなかっ
た。しかし、研究の取り組みは同会の内部組織で
ある各委員会が全国のテーマを踏まえて課題を設
定して進めていた。特別支援学校の校長会につい
ては、全国組織のテーマや県の課題に基づいて計
画的に研究が進められていた。このように校長会
の取り組みとして、研究テーマの設定や研究との
関わりにおいて校種による違いが明らかになっ
た。　
　まとめの第三は、校種による校長会の特色ある
活動に関する事項である。校長会の活動は、校種
により学校教育の現状や今日的課題へ対応するた
めの特色ある取り組みがみられた。小学校長会で
は復興教育という A 県が直面する課題に対応す
るために様々な取り組みがみられた。中学校長会
では、復興教育に加えて、授業や生徒指導等に対
する適切な対応のために、校長自身の研修を重視
していた。高等学校長協会では、部会や委員会ご
とに今日的課題解決のための講演会や協議会など
が自主的な取り組みとして実施されていた。特別
支援学校の校長会では、特別支援教育の理解を促
進するとともに、教育環境などの改善の取り組み
がみられた。このような取り組みは、各校種の直
面する課題を反映したものとなっていた。
　以上のように、本論のまとめとして、A 県の校
長会の組織構成や役割や全国組織との関わりは校
種により異なっていることが明らかになった。さ
らに、調査・研究への取り組みとして小学校や中

学校及び特別支援学校の校長会は、全国組織との
関連づけがみられたが、高等学校については各委
員会が全国高等学校長協会のテーマを踏まえて調
査・研究に取り組んでいた。また、A 県小学校、
中学校長会では、地域の実態を踏まえた特色ある
取り組みとして、復興教育を中核に据えた活動が
みられる等の実態を明らかにすることができた。
　しかし、本研究の課題もある。それは調査対象
が A 県に限られていたことであり、実態把握が
限定的となってしまったことである。今後、調査
対象の都道府県を増やすことにより、実態や課題
の把握による検証の結果をより一般的な知見とし
ていきたい。
　本研究は校種による校長会の組織や活動状況の
違いに焦点をあてた。今後の研究の在り方とし
て、校種による校長会の特色を踏まえた上で、校
長個々人の校長会に対する認識や研修への取り組
み等の実態を明らかにしていきたいと考える。

〈註〉
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org/ 、H30年 1 月 閲覧
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koh-choh.jp/ 、H30年 1 月 閲覧
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jp/、H30年 1 月 閲覧
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⑹　⑴と同様
⑺　⑵と同様
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⑼　⑷と同様
⑽　⑴と同様
⑾　⑵と同様
⑿　⑶と同様
⒀　⑷と同様
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